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多文化共生とボランティア・市民活動特集

ボランティア・市民活動のコーディネーター・リーダー等推進者のための

　鷹西さんは、大学2年（19歳）の時に交
通事故で頚髄を損傷し、以来、車いす利
用者となりました。現在、大学で教鞭を
執りながら多くの小・中・高校で「生き
方に学ぶ授業」と題し、自身の体験を織
り交ぜた福祉の授業や講演を行ってい
ます。
　鷹西さんが初めて福祉教育に携わっ
たのは20代の時です。対象は小学4年
生120人で、3クラス各4コマほどの授
業を受け持ちました。印象的だったの
は、教室で一緒に給食を食べていた鷹
西さんに、ある子どもが「私たちと同じ
ものを食べるんだ」と言ったことです。
鷹西さんは「子どもたちは障害のある人
を自分とは違う生き物のように思って
いるのではないか」と感じ、福祉教育の
必要性を痛感したと振り返ります。

　手探りで始めた福祉教育でしたが、
同校での授業はその後5年続き、鷹西さ
ん自身も働きながら社会福祉士の資格
を取得し、さらに大学院に進学して学
びを深めました。
　そうした知識や経験を踏まえ、現在、
鷹西さんが福祉教育で柱にしている
キーワードは、「感じる」「考える」「行動
する」の3つです。これには、鷹西さん
が大学院生時の研修で訪れた保育園で
の体験があります。子どもたちは、初め
は車いすに乗る鷹西さんを遠巻きに観
察し、そのうちタッチして安全だと分
かると車いすを押してプレイルームに
連れて行き、本を読んでくれたのだそ
うです。「きっと私を困っている人だと
感じ、何かをしてあげようと考えて行
動したのでしょう。『いい人になるため

に勉強しましょう』というのは難しくて
も、人にはこうして感じて考え、行動す
る力があります。その機会をいかにつ
くるかが大切だと感じました」と鷹西さ
んは語ります。また、ある親子に「手伝
いましょうか」と声をかけられた時のこ
とです。せっかくなので「車いすを押さ
えていてもらえますか」とお願いする
と、父親が一所懸命に車いすを押さえ、
後で子どもに「頑張ったね」とほめられ
ていたそうです。「こんな機会も福祉教
育ですよね」と鷹西さんは笑顔を見せ
ます。
　鷹西さんは今年度「全国福祉教育推
進員研修」（全社協主催）を修了し、福祉
教育推進員となりました。これまで以
上に学校や地域へ福祉教育を広げてい
きたいと語ってくれました。

「感じる」「考える」「行動する」福祉教育の機会を
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社会福祉法人NHK厚生文化事業団「わかば基金」の募集（2022年3月30日締切）
「わかば基金」は、地域に根ざした福祉活動をしているグループに、支援金やリサイクルパソコンを贈り、その活動を広げてもらおうという
もの。対象は、日本国内の一定地域に活動拠点を設け活発な福祉活動を進めているボランティアグループやNPO。（詳細は「NHK 厚生文化
事業団」事務局で検索）

助成金情報

特 集

多文化共生とボランティア・市民活動
　コロナ禍によって仕事を失った、食べるものがない、人との関わりが減ってしまったなど、経済的にも精神的
にも厳しい状況におちいってしまうケースが増加しています。なかでも、外国をルーツとする人々は、必要な情
報が届かずに、地域とのつながりが絶たれてしまうなどさらに厳しい状況が明らかとなってきました。
　今回の特集では、コロナ禍でも外国をルーツとする人々と地域とのつながりを絶やさずに取り組みを続けた2
つの実践をご紹介します。

生活に困窮する外国人住民の 
急増に気づき、対応を検討

　伊賀市に暮らす外国人は総人口の約
6％を占め、その国籍は多岐にわたっ
ています。多文化共生社会の実現をめ
ざす市社協は、彼らの暮らしにも目を
配り、交流を心がけてきました。
　2020年に新型コロナウイルス感染
症が拡大し始めると、生活に困窮し市
社協へ相談に訪れる人が増えましたが、
そのなかには外国人住民も含まれてい
ました。そんな折、外国人住民向けに
通訳などの支援を行う特定非営利活動
法人「伊賀の伝丸(つたまる)」が食料
支援「おやつパントリー」を企画し、そ
の会場として、市社協の駐車スペース
を貸し出すことになったのです。この
催しをきっかけに、市社協でも、外国

人住民向けの食料支援の検討が始まり
ました。里中さんは当初、「まずは試行
としてできたら」と考えていたといい
ます。しかし、状況は想像以上に深刻
だとわかり、すぐに本格的な取り組み
を行うことになりました。雇用情勢の
悪化などにより外国人家庭の多くが打
撃を受け、日々の食事にも困っていた
のです。
　早速、赤い羽根共同募金の「新型コロ
ナ感染下の福祉活動応援全国キャン
ペーン『フードバンク活動等応援助成』」
に応募しました。市社協ではそれまで
フードパントリーの実施経験がなく、
また外国人住民を対象にした活動にも
不慣れだったため、伊賀の伝丸や、子ど
も食堂「わいわいいがっこ」など、すで
に経験とノウハウのある団体に協力を
呼びかけ、準備を進めていきました。

フードドライブとフードパントリー
をセットで実施

　2020年8月6日にフードドライブ、
同月9日にフードパントリーを開催する
こととし、それぞれのチラシを前者は
３言語、後者は８言語で作成しました。
フードパントリーの申し込みには
Googleフォームを使用し、こちらも７
言語で作成しました。エントリーフォー

地区市民センターで事前に開催されたフードドラ
イブ

コロナ禍の影響で生活に困窮する外国籍の市民を対象に、食料支援
活動を実施。食を入り口につながりをつくり、根本的な生活課題の支
援・解決をめざす

三重県・伊賀市社会福祉協議会
　三重県北西部に位置する伊賀市は、滋賀県、京都府、奈良県と接し、交通や文化の
要衝として栄えてきた地域です。2004年に６市町村の合併により、伊賀市が誕生しま
した。近年は高齢化や人口減少が徐々に進んでいます。
　伊賀市社会福祉協議会（以下、市社協）は、約60年の歴史をもつ組織です。「生活上の
課題をもつ人が日本一少ない町に」というミッションのもと、さまざまな問題の解決
に取り組んでいます。今回は、外国人住民を対象に市社協が実施した食料支援について、
その経緯と活動内容をお聞きしました。
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第一生命保険株式会社「第74回　保健文化賞」の募集（2022年4月15日締切）
生活習慣病対策・高齢者や障がい者への福祉・海外での医療や疾病対策など、その時代におけるさまざまな課題に継続的に取り組んでこら
れた団体・個人を顕彰。対象は、保健衛生（関連する福祉等を含む）を実際に著しく向上させた団体あるいは個人など。（詳細は「第一生命保
険株式会社」で検索）

助成金情報

ムでは、宗教やアレルギーなどの理由で
食べられないものを尋ねる欄も設けま
した。「市社協だけでは、Googleフォー
ムを使うことも、多言語でチラシを作成
することも難しかったでしょう。正味１
か月ほどの準備期間中、毎日のように伊
賀の伝丸に連絡し、アドバイスをもらっ
ていました」と吉田さんは振り返ります。
　フードドライブでは、地区市民セン
ターや地元企業など、10団体91名の
協力があり、十分すぎるほどの食料が
寄せられました。市社協でふだん用意
している緊急食料は、日持ちする保存
食品が中心でしたが、今回はフードド
ライブとフードパントリーを、日を置
かずに開催することで、野菜などの生
鮮食品も提供できるという利点があり
ました。集められた食料は、手渡しし
やすいよう、箱詰めのセットにしまし
た。ハラル（※）やアレルギーの申請が
あった人には、食品の成分表示を念入
りに確認して選別し、専用の食料セッ
トを用意しました。
　フードパントリー前日には伊賀の伝
丸のスタッフが、申し込み者一人ひと
りに「明日はパントリーの日ですよ」
と確認の電話を入れてくれました。外
国人住民のなかには、後から入った別
の予定を優先してしまう人も少なくな
いためです。「外国の方の文化や行動を
よくご存じだからこその、きめ細やか
な対応に助けられました」と吉田さん
は語ります。
　当日には通訳のボンランティアとし
て外国人住民も加わり、訪れた人に食
料を渡しながら、近況などの聞き取り
にも努めました。開始時刻より早く訪
れる人や申し込みなしで訪れる人、結
局来ることができなかった人もいるな
ど、多少のハプニングがあったものの、

61組171人分の食料を提供すること
ができました。
　配布後に行ったアンケートでは、「た
くさんもらえて驚いた」「とても助かり
ます」など感謝のメッセージが寄せら
れました。

文化や価値観の違いに 
どう向き合うか

　吉田さんは開催前、地区市民セン
ターなど市内各地へ出向き、取り組み
の趣旨を説明しましたが、その際に多
くの方から、「食べることに困るような
人が伊賀市にもいるの？」という反応
が返ってきたことに驚いたといいます。

「まだまだ知られていないんだな、まず
は知っていただくことが大事なんだな
と痛感しました」と吉田さんは語ります。
　同時に、「まずは日本人を優先すべき
ではないか」との市民の声があったの
も無視できません。対象者を限定する
ことにはいろいろな意見があることを
認識しつつ、市社協ではこの経験を大
きな一歩ととらえています。その後も、
子育て世代（外国人住民を含む）とい
うくくりでフードパントリーを実施す
るなど、対象を変えながら、食料支援
の活動を継続しています。
　また、食の支援が根本的な解決では
なく、顕在化したニーズを次につなげ
る取り組みが急務ですが、外国人住民
への支援においては、文化や価値観の
違いが立ちはだかります。その一例が、
お金や備えに対する考え方です。伊賀
市の外国人住民のなかには、貯蓄とい
う習慣がなかったり、収入が激減して
も、故郷への仕送りを減らすことがで
きない人もいます。彼らの文化や事情
を尊重しつつも、日本で暮らすための

生活術講座や、防災講座のような支援
があってもいいのではないかと、市社
協は検討し、防災教室を開催しました。

食の支援を糸口に、 
真の目的である地域共生を推進

　今回の取り組みで、地元の企業から、
食料寄付や箱詰め作業の協力をしても
らえるなど、地域にたすけあいの輪が
広がったことは大きな収穫でした。
　市社協だけでできることには限界が
ありますが、地域の他団体との協働に
より、課題解決の可能性は大きく広が
ります。まずは困っている人が、どこ
に助けを求めればいいのかすぐにわか
ること、そのうえで支援する側が臨機
応変に連携できることが重要です。
　市社協職員の意識にも変化が生まれ
ました。里中さんは次のように語ります。

「地域の課題に真摯に取り組んできたつ
もりでしたが、以前は一人ひとりの顔が
見えていなかったと気づきました。今は、
誰が困っているのか、誰が応援してくれ
ているのか、誰のためにやっているのか
が明確に感じられるようになり、日々や
りがいをもって業務に取り組んでいま
す」。
　今回、支援の対象となった外国人住
民は、高齢化の進む伊賀市において地
域の大切な担い手であり、協力し合う
隣人でもあります。生間さんは、「今回
は市社協が支援する側でしたが、別の
場面では私たちが助けられています。
住民の方は、支え合いたすけあう存在
なのです」と、積極的に交流を続けて
いくことの重要性を語ってくれました。

地区市民センターの近隣の家庭などから集められ
た食料

フードパントリー用に食料を箱詰めする 食料セットを外国人家庭の車に運び込む

※ハラル
「許された」という意味のアラビア語。ハラルフー
ド（イスラム教徒が食べることができる食品）の略。
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日本赤十字社「コロナ禍の赤十字の現在地：パンデミックから２年」（公開中）
新型コロナウイルス感染症が「パンデミック」と宣言されてから間もなく２年。感染症は、昨年のデルタ株の流行に引き続き現在はオミクロン
株という変異株として猛威を振るい、依然として収束の気配を見せない。今、国際赤十字はどのようにこの感染症と向き合っているのかを紹介
する。（詳細は「日本赤十字社」で検索）

公開情報

「TOMODACHI」を立ち上げた 
背景とメンバーの思い

下妻市には、人口の約5％にあたる
2,159人の外国人が暮らしています

（2022年2月現在）。近年は、隣町であ
る八千代町の農家で技能実習生を数多
く受け入れていることもあり、フィリ
ピン人、ベトナム人、ペルー人の割合
が増えています。

そんな外国人を支援する、しもつま
外国人支援ネットワークTOMODACHI

（以下、TOMODACHI）代表の小笠原
さんは、10年以上前からスリランカ
人の支援に携わっていました。主に学
校や市役所の手続きなどを支援するな
かで日本語を教える必要性を感じてい
たといいます。一方、市社協へは、地
域日本語教育コーディネーター（※）が
訪れ、「日本語を楽しく学べる場を開き
たい」との相談がありました。市社協
は、この相談を形にするべく場所の確
保や市との連携、ボランティア募集を
行いました。2020年11月に日本語教
室のボランティア説明会を開催すると、
小笠原さんが仲間に加わり、同年12
月に「しもつま日本語教室」が公民館
で開始されました。広報は市社協の協
力を仰ぎ、毎週木曜日の夜に、ボラン
ティアの講師とともに10人ほどの外

国人に日本語を教えていました。
そんな折、日本をコロナ禍が襲い、

多くの企業が業績不振に苦しみます。
小笠原さんは「こういう時、外国人は最
初に退職を迫られることが多いのです」
と指摘します。生活に困窮する外国人
が増え、一層の支援が必要だと感じて
いた時、日本語教室のボランティアとし
て松本さんと中山さんが加わりました。

松本さんは、3年間ブラジルに滞在
した経験があり、現地の人にとても親
切にしてもらった体験から、帰国後、
日本にいる外国人のために何かしたい
と考えていたそうです。一方の中山さ
んは、10年ほど前に青年海外協力隊
の活動でボリビアに滞在した経験があ
りました。帰国後、市内で暮らし始め
てからボリビアと同じスペイン語を話
すペルー人に声をかけるようになり、
友人関係が広がっていったそうです。
「もっと外国人を支援したい」と意気

投合した小笠原さんら3人は、2021年
4月にTOMODACHIを立ち上げました。
団体名には「友達のように気軽に相談
してほしい」「友達になりましょう」な
どの思いを込めました。

3つの活動を柱に、 
外国人の支援を開始

TOMODACHIは、特定非営利活動
法人茨城NPOセンター・コモンズが
事務局を務める「いばらき未来基金」
の助成を財源に、主に3つの活動を開
始しました。

1つめは、2020年から行っている日
本語教室での継続的な活動です。学習
者として参加する外国人の立場に合わ
せて、必要な日本語をマンツーマンで
教えています。

2つめは、困りごとの相談にのる
「TOMODACHIサロン」です。日本語教

日本語教室では学習者の生活にとって必要な日本
語をマンツーマンで指導

日本語テストの申し込みをサポート。外国人に
とって学校や役所の手続きは困難なことが多い

友達のような立場で外国人を支援したいとの思いから活動を開始。豊かな
ネットワークを活かし、日本人の外国人に対する理解を広げることもめざす

茨城県・しもつま外国人支援ネットワークTOMODACHI／下妻市社会福祉協議会
　茨城県南西部に位置する下妻市は、緑や水の自然環境に恵まれた田園都市です。明治、
戦後と市町村合併を繰り返し、2006年に千代川村と合併、現在の下妻市が誕生しました。
2022年2月現在で約41,120人が暮らしています。市では地域住民などが主体的に課題
解決に取り組むことができる地域づくりを進めるため、中学校単位で3地区を設けてい
ます。今回は、下妻市で暮らす外国人の支援を行う、しもつま外国人支援ネットワーク
TOMODACHIと、その活動をバックアップする下妻市社会福祉協議会（以下、市社協）に
お話をうかがいました。
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左から　
中山さん、小笠原さん、
松本さん
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『障害者虐待防止の研修のためのガイドブック』のご案内（全社協　高年・障害福祉部）
全社協では障害福祉施設や厚生事業関係施設等において、利用者への虐待防止を徹底するために、「障害者虐待防止の手引き（チェックリス
ト）」を作成。施設の経営者・施設長や研修を企画する職員等に活用いただけるほか、虐待防止に関わる研修の実施や体制の整備・充実にむ
けた参考としても活用可能。（詳細は「全社協　高年・障害福祉部」で検索）

公開情報

室と同じ市の公民館を拠点に、毎週
日曜日の午後に開催しています。小
笠原さんはスリランカの母国語のシ
ンハラ語、松本さんはポルトガル語、
中山さんはスペイン語を話すことが
できるうえ、ボランティアの協力も
あり、相談だけでなく、多言語での
気軽な会話を楽しめる場にもなって
います。

3つめが、食事をしながら外国人と
日本人が交流する場をめざす「みんな
の食堂」です。コロナ禍で活動を制限
中ですが、市の地域交流センターで、
毎月第2、第4月曜日の夕方に開催す
ることとしています。

メンバーのネットワークを活かし、
みんなの食堂をスタート

「みんなの食堂」は、2021年10月か
ら開始し、これまでテイクアウトのみ
を2回、「黙食」での会食型を3回開催
しました。使い捨ての容器は助成金で
購入し、米は市社協のフードバンクに
寄付されたものを活用、そのほかの食
材は、地域の飲食店や農家などから寄
付を得ました。

特に、農家から存分な野菜の寄付を
得られたのは、自身も農業を営む中山
さんに、同業者とのつながりがあった
ためです。中山さんは「少し形が悪い
だけで廃棄していた野菜を使ってもら
えてうれしいと喜ばれています」と農
家から寄せられた声について語ります。

また、ほかにも精肉店や今川焼屋、
パン屋や居酒屋など、さまざまな店が
協力を惜しまないのは、小笠原さんの
ネットワークと営業力のたまものとい
えます。小笠原さんは「私が外国人の
支援をしているのをご存知の方が多い

ので、話を持っていきやすいのでしょ
う」と笑顔を見せます。

誰もが利用できる食堂として始動、
メニューにもこだわり

こうして集められた食材で用意する
食事は、毎回120～130食にもなりま
す。外国人だけでなく、困

こんきゅう

窮世帯のほ
か、地域の人なら誰でも無料で利用可
能としたためですが、「スリランカでの
支援で700人分くらいのカレーをつ
くっていた小笠原さんにとっては大し
た数ではなく、塩加減などもすぐに決
めてくれます」と松本さん。

みんなの食堂では、提供するメニュー
にもこだわりがあります。毎回ひとつ
の国にスポットを当て、その国の料理
を提供することにしているのです。こ
れまで、スリランカのカレーや台湾の
ビーフン、ブラジルでよく食べられて
いるビーツを使った料理などをつくり
ました。食事と一緒にその国を紹介す
るチラシも配布しており、中山さんは

「お子さんが読んでいる姿を見ると、
多様な国のことを知るきっかけになっ
ていると感じます」と語ります。

外国人にとって、地域貢献活動に
もなる側面を実感

この活動の大きな収穫のひとつは、
ボランティアとして調理に参加した外
国人がとても楽しそうにしていたこと
です。それぞれの国の料理を教わる目
的で参加を呼びかけましたが、調理中
の様子から、「地域貢献活動に参加で
きることを喜んでいるのだなと感じま
した」と中山さんは語ります。

また、小笠原さんによるとスリラン

カ人には「人に施しをすることで徳を
積む」との考え方があるため、誰かの
ために行動することに喜びを感じるの
だそうです。「調理を手伝ってくれた
スリランカの方が、Facebookにうれ
しそうに活動の写真を投稿しているの
を見て、こうした活動の場も必要なの
だと感じました」と小笠原さん。

一人でも多くの外国人を支援し、 
日本人の理解も広げていくために

一方で、小笠原さんたちは、外国人
になかなか活動の情報が届かないこと
を課題に感じています。みんなの食堂
を利用する外国人も少数にとどまって
いる状況です。外国人の多くは、チラ
シなどの内容が理解できないことに加
え、信頼関係がないとなかなか思うよ
うに情報が伝わらないからだそうです。
だからこそ、小笠原さんは「外国人支
援は、まず目の前で困っている外国人
に声をかけることから始める気持ちが
大切です」と強調します。それを受け、
中山さんは次のように語ります。「実
は私も、自分にとってなじみのない国
の人を、ちょっと怖いなと思っていた
ことがあります。でも、交流を重ねる
ことで親近感を覚えるようになったの
で、やはり、みんなの食堂など外国人
との交流の場をつくり続けたいです」。

また、松本さんは今年の年始に外国
人5人ほどと初詣をし、楽しい時間を
共有できたことをあげ、「この地域に
住んでいてよかったとか、楽しいと
思ってもらえる活動も企画していきた
いです」と展望します。さらに「市社
協と協力関係が築けていることが活動
の力になっています」とも語ります。

市社協の近藤さんと松澤さんは「外
国人支援は、市社協として手薄な部分
でした。TOMODACHIの皆さんに教
わりながら、全面的にバックアップし
ていきたいと思います」と力を込めま
した。下妻市で広がる外国人支援の輪
に期待が高まります。

中山さんの友人（ペルー人）が友達を連れてみんなの
食堂に参加。外国人同士のネットワークも重要だ

渡航のためのPCR検査の予約をサポート。困ってい
る外国人に寄り添う

※地域日本語教育コーディネーター
地方公共団体、地域の日本語教室等で、日本語教
育プログラムの実施などに必要な地域の関係機関
との連携・調整に携わる日本語教育人材
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地域で孤立しがちな男性に向け、
コーヒー講座をスタート

ボランティアなどの地域参加は女性が
中心とのイメージが強い社会において、
男性は地域と距離を置いてしまいがちで
す。市社協でも、男性、特に団塊の世代
のボランティア層が空洞化していること
に課題を感じていました。イベントや講
座を開催しても、参加者は大半が女性で、
数少ない男性参加者は回を重ねるうちに
姿を見せなくなることが続いていました。
しかし2019年の秋、髙木さんたちは、
県内の別の市社協が男性向け講座のひと
つとしてコーヒー講座を開催しているこ
とを知り、そこでノウハウを学びました。

受講者を男性に限定したことについて、
髙木さんは「『自分たちも参加していいの
だ』と、男性の方々のハードルを下げた
いという思いがありました」と語ります。

コロナ禍で想定外の人気講座に、	
世代間の交流の場にも

こうしてスタートした「男のコーヒー
講座」は、募集を始めるとすぐに定員が
埋まる人気講座となりました。もともと
は、退職後の60代後半から70代の男性
の参加を想定していましたが、集まった
のは30代から80代までの幅広い世代で
した。多くは、これまで社協やボランティ
アとつながりのなかった人たちです。コ
ロナ禍によって在宅勤務が増えたことで、
思いがけず若い世代の参加にも結びつき
ました。

2日目の講座の最後に、市社協から地
域の現状や社協の活動、さらにボランティ
アについて話をする時間を設けています。
そこで、地域のイベントや認知症カフェ
でコーヒーを提供する「コーヒーボラン
ティア」を募集したところ、登録者は現
在7名となりました。「地域やボランティ
アについて知ることができてよかった」
という声もあり、大村さんは「知ること
で地域ともっと関わりたいと考え、ボラ
ンティアに参加してくださるようです」
と語ります。

講座終了後に、フォローアップ講座も
設けており、受講生同士の世代を超えた
交流も芽生え始めています。

芽生えた「地域参加」への思いを	
育てるために

2021年11月に行われた市社協主催
のイベント「みんないっしょにふくしの
日」では、5人のコーヒーボランティア
が交代で、300杯近くのコーヒーを振
る舞いました。イベント参加者とコー
ヒーボランティアの間で「ご近所ですね」
などと会話が弾む場面もあったそうで
す。また、認知症カフェで活動を行った
際、コーヒーボランティアの1人が自身
の高齢の母親を連れて参加するなど、ボ
ランティアの家族にも地域のつながりが
広がってきたといいます。山田さんは「少
しのきっかけがあれば、地域のつながり
は広がるのだなと、改めて教えていただ
いた気持ちです」と話します。

髙木さんは「誰もが『地域とつながり
たい』という心の芽を大切にできるよ
う、今後も試行錯誤していきたいと思い
ます」と展望を語ります。

令和3年度第15回司法書士人権フォーラム「地域共生社会の実現に向けた司法書士の使命と役割」（2022年3月19日）
地域共生社会とは何か、その理念や政策を学び、すでに全国のさまざまな地域のなかで地域と連携・協働し活躍している司法書士の活動や思いを
紹介。全国の司法書士が地域共生社会のなかで役割をもって活動できる文化を醸成する良いきっかけとするとともに、地域共生社会の実現に向け
た司法書士の具体的な役割は何かをパネリストと一緒に議論する機会とする。（詳細は「日本司法書士会連合会」で検索）

公開情報　　　　

岐阜県多治見市
多治見市社会福祉協議会「男のコーヒー講座」

Ch
all
eng
e

社会課題に挑む
第11回

本コーナーでは、社会変化がもたらす、さまざまな社会課題を解決するためにチャレンジす
るボランティア・NPO、社会福祉施設などの事例紹介を通して、ボランティアの可能性
と社協ボランティアセンターの役割を考えます。

「多様なボランティアの育成」を目標に、多治見市社会福祉協議会（以下、市社協）は、
男性限定の講座を開始しました。受講生のなかには「コーヒーボランティア」として 
活躍する人たちも現れ、地域の活性化につながっています。

一杯のコーヒーが縮める男性と地域の距離。
誰もが活躍できる地域をめざす

運営主体：社会福祉法人多治見市社会福祉協議会
所  在  地：岐阜県多治見市
活動開始：2020年9月

男性向けのコーヒー教室。地域のカフェのオーナーを講師に、2日間で1講座、定員10名で開
催する。受講者のうちボランティアとして登録した約7名が、サロンや認知症カフェでコーヒー
ボランティアを行っている。

施設
紹介

左から、山田さん、髙木さん、大村さん

講座の様子。中央は講師の「GOOD DAYS 
COFFEE」オーナー

「みんないっしょにふくしの日」で活躍するコーヒー
ボランティアの皆さん

地域福祉課長

髙
た か

木
ぎ

 浩
こ う

二
じ

さん
地域福祉課　ボランティアコーディネーター

山
や ま

田
だ

 恵
え

美
み

子
こ

さん
地域福祉課　ボランティアコーディネーター

大
お お

村
む ら

 ますみさん
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仲間とともに！
広報戦略をデザインする

1	情報格差を埋めるために

社協においても、SNS（YouTubeや
Facebook、インスタグラムなど）を活
用した魅力的な広報活動が広がっていま
すが、初回でも触れたとおり、デジタル・
ディバイド（インターネットやパソコン
等の情報通信技術を利用できる人とでき
ない人との間に生まれる情報格差）の課
題もあります。

そのため、広報紙（誌）（以下、広報紙）
などの印刷物と合わせて情報発信すると
ともに、デジタルとアナログが連動し双
方が情報を補うことを意識する必要があ
ります。

また情報格差を埋めるためには、「人」
による情報伝達が重要です。家族や友人、
関係者などからの情報伝達は信頼感が加
わり、より「伝わる」情報になります。

それは、各社協職員からの情報発信も
同様です。社協が発信する情報を、担当
職員だけでなく、全ての職員と共有でき
ているでしょうか。ここでも組織内にお
ける広報活動としてインナーコミュニ
ケーションが重要になります。

デジタルという新たな手段とともに、
「人」による情報伝達は、広報戦略を強
化することに欠かせないと思います。

2	全国の社協に仲間がいる

社協職員時代、私は社協の認知度、誤
認識に対して、歯がゆい気持ちを抱いて
いました。

2012年の全国社協職員のつどい（関
西社協コミュニティワーカー協会主催）

で広報戦略に関する分科会を担当し、こ
の気持ちを多くの社協職員と共有しまし
た。このつどいが、広報戦略に限らず、
同じ想いを持つ社協職員が、全国にたく
さんいることに気付くきっかけになりま
した。

私は広報紙等に必要なイラストを自ら
描いていましたが、このイラストは他の
社協職員も必要ではないかと思い、「イ
ラスト協議会」で社協職員向けにフリー
イラストの提供を始めました。社協を退
職したのちも、この「イラスト協議会」
を通じて出会った、全国の社協職員有志
とともに「社協職員応援イラストプロ
ジェクト」（2020年）を立ち上げ、ま
だ実際に会ったことがないメンバーもい
ますが、オンラインで語り合っています。

また、このような輪が広がればと思い、
「オンライン協議会」というオンライン

の語り場も設けています。
地域は違っても同じ社協職員という仲

間がいるということは、強みでもありま
す。広報戦略に関しても、一人で悩まず、
全国の仲間と語り合うことで手法や新た
な発想を得ることができると思います。

3	社協職員は「デザイナー」

大阪府豊中市社協の勝部麗子さんがモ
デルのNHKドラマ「サイレント・プア」

（2014年）をご存じの社協職員は多い
と思います。私も社協を題材としたドラ
マが全国放送されるという感動や、社協
をより多くの方に認知してもらえるきっ
かけになるという期待で、同じ社協職員
として勇気をもらいました。

そして、勝部さんとの出会いや前述し
た同じ想いを持つ仲間との出会いが、社
協の認知度が高まることを願う、今の私
の取り組みにつながっています。 

社協が発信する情報は「お知らせ」だ
けではなく、伝わったその先の「つなが
り」を意識したものであり、さらに、時
間はかかりますが「めぐる」ところまで
を戦略としていると思います。

そのためには、デザイン思考が必要な
ため、社協職員は「デザイナー」でもあ
ると思っています。

ノウハウを学ぼう！を必見！
仕掛け人！

ボランティア情報　2022年2月号

ボランティア・市民活動において、地域で多くの仕掛けづくりに取り組む皆さんの実践
には、活動を進めるヒントや学びがたくさんあります。
このコーナー最終回は社協における広報戦略のなかで、Printコーディネーター代表の
窄口さんが社協職員時代の経験をふまえた上で最も伝えたい“今、全国の社協職員へ届
けたい広報に懸ける想い”をお話いただきました。

の巻

『月刊福祉』2022年3月号（全社協出版部） 価格1,068円（本体971円）
特集は、「ジェンダーの今と福祉にできること」。日本における「ジェンダー」を背景にした男女間格差の解消は十分に進んでおらず「男らしさ」「女らし
さ」というジェンダー規範が、個性の尊重や多様性の確保を阻害するというマイナスの影響を社会に与え、幅広い人の生きづらさにもつながっている。
社会全般のジェンダーにかかる現状・課題を確認し、福祉関係者に何ができるのかを検討する。 （詳細は「福祉の本出版目録」で検索）

書籍紹介

Printコーディネーター（兵庫県三田市）
代表兼チーフデザイナー

窄
さ こ

口
ぐ ち

真
し ん

吾
ご

さん

「社協職員応援イラストプロジェクト」で
制作したポスター

Printコーディネーターは、
印刷物のデザイン、動画制作、
ホームページ制作など、社協の
広報戦略についてトータルサポー
トをする頼れる仲間になりたいと
思っています。
お困りごとがございましたら、
お気軽にご相談ください。
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  次号の特集は（予定） 

「 東日本大震災から11年
　　　　　 〜被災地の社協・ボランティア活動は、今〜 」

東日本大震災発災から年月が経過するなかで、被災者は住宅再建や災害復興住宅での暮らしを重ね、各地でコミュニ
ティの復興が進められ、被災地の社協は地縁や震災後に築かれた新たな縁を紡いで多くの活動を推進してきています。

次回の特集では、現在の社協（VC）による被災地支援、地域住民を中心としたボランティアのコーディネート、外部支援
団体とのつながりの現状をうかがい、被災から長期間が経過した被災地のボランティア・市民活動に何が求められている
のかを考えます。

いつも読者アンケートに
ご協力いただき、
ありがとうございます。

▶全国福祉教育推進員研修
今後の福祉教育を推進するには、学校や社会福祉法人、地域などとの連携が重

要であり、プログラムの企画・実施のサポート体制が欠かせません。全国社会福祉
協議会では、これらの考えを具体化し、都道府県・指定都市域で活躍する人材養
成を目的に、令和元年度から「全国福祉教育推進員研修」を実施しています。令和
4年2月現在、500名以上が研修を修了し、福祉教育推進員として全国で活動して
います。今後も、福祉教育推進員養成を一層進めることを目的に、3回目となる「令
和4年度全国福祉教育推進員研修」の開催を予定しております。詳細は、令和4年
5月末頃をめどに全国社会福祉協議会地域福祉部HP「地域福祉・ボランティア情
報ネットワーク」および都道府県・指定都市社協よりご案内いたします。

▶支え合いをひろげる住民主体の生活支援フォーラム
住民参加型在宅福祉サービスを実践する全国の団体の緩やかなネットワークとし

て、ほかの中央団体と協働し、「食に関する支援（配食、子ども食堂など）」「移動支
援（買い物、送迎など）」「在宅福祉サービス（介護保険事業含む）」の実践の紹介
と交流を行う予定です。詳細は、令和4年9月頃をめどに住民参加型在宅福祉サー
ビス団体全国連絡会HPにてご案内いたします。

▶ボランティア全国フォーラム2022（仮）
  「広がれボランティアの輪」連絡会議（ボランティア・市民活動を推進す
る54団体で構成）では、ボランティア・市民活動関係者を対象に、全国
各地の実践交流・情報交換を目的としたフォーラムの開催を予定していま
す。詳細は、令和4年9月頃をめどに「広がれボランティアの輪」連絡会議
HPにてご案内いたします。

全国社会福祉協議会

2022年度の事業日程のご案内

 イベント紹介

右のQRコードを携帯電話で読み込んでいただくと
アンケート回答記入フォームが開きます。今月の紙
面の感想やお勧めの実践などご紹介ください。

令和4年
8月3日（水）

 オンライン開催（予定）

令和4年
10月21日（金）

 オンライン開催（予定）

令和4年
11月18日（金）〜19日（土）

 オンライン開催（予定）
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